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ま え が き 
 

この事業概要は、平成 19 年度の保健所および保健相談センターの事

業をまとめたものです。 

 平成 18 年度より、いきいき・たいとう推進プロジェクトが開始し、

平成 19 年 4 月には保健所が健康医療担当部長のもとに組織改正され、

保健医療福祉の連携強化が図られました。 

 平成 19年 12月には、たいとう健康都市宣言を行い、台東区らしい新

たな「共助」の考えを重視した健康づくりを進めることとし、保健所を

中心に関係各部の連携、協力のもと、全庁的な取り組みを進めています。 

平成 20 年度からは、医療制度改革による法改正のもと、メタボリッ

ク症候群の予防を目的とした特定健診・保健指導が開始します。食事・

運動など生活習慣の改善に向け、健診以外もさまざまな健康づくり事業

を積極的に進めていきます。 

 また健康危機管理対策として、平成 19 年度には健康危機管理連絡協

議会を発足させ、発生が懸念されている新型インフルエンザへの対策も

念頭におき「台東区健康危機管理の手引き」を改定しました。区民を脅

かす健康危機に対応すべく万全の体制整備を進めています。 

今後の健康なまちづくりに本書がご活用いただければ幸いです。 

 

 

平成 20年 9月 

              

                台東保健所長 髙 橋 郁 美 
 



Ⅰ      総          説 

１  沿    革 

年    次      主    要    事    項   

昭和 ６年１０月 

１２年  ４月 

１２年～１３年 

１８年  ７月 

１９年１０月 

２２年  ３月 

２２年  ９月 

 

 

２３年１０月 

 

２５年  ８月 

２６年  ６月 

４０年  ４月 

 

４５年  ７月 

５０年  ４月 

 

 

５０年１２月 

５１年  ５月 

５８年  ２月 

５８年  ４月 

 

 

６０年  ２月 

 

６０年  ４月 

 

６３年  ３月 

平成 ５年 ４月 

 

５年１０月 

９年 ４月 

東京市下谷健康相談所を下谷区三ノ輪２１に開設した。 

保健所法が公布された。 

東京市浅草健康相談所を浅草区山谷三丁目に開設した。 

東京府、東京市を廃止、東京都制が施行された。  

下谷、浅草健康相談所が東京都下谷、浅草保健所と改称した。 

下谷、浅草両区を統合して、台東区が発足した。 

保健所法が全面改正され、保健所は、結核、性病その他の伝染病の蔓延、

生活環境の極度の悪化に対応のため、公衆衛生機関として拡充強化され

た。 

保健所法の改正に伴い、下谷保健所が区の衛生課、浅草保健所が浅草支

所の衛生課と併合し、保健所４課１７係として発足した。  

浅草保健所庁舎が花川戸１－１4－1６に完成し、分散業務を統合した。

下谷保健所庁舎が下谷１－２－１１に完成し、分散業務を統合した。 

地方自治法の一部改正により、結核健康診断、定期予防接種、そ族昆虫

駆除、母子手帳の交付及び庁舎維持管理などの事務事業を区に移管した。

下谷保健所新庁舎が完成、歯科衛生相談室を新設して業務を開始した。

特別区の自治権拡充の一環として保健所業務が区に全面移管され、下

谷・浅草保健所が台東区の保健所となる。 

医務係が廃止され、医務の一部を保健所庶務係に移管した。 

公害健康被害第一種地域に指定、衛生部に公害補償係を設置した。 

浅草保健所新庁舎が完成し、歯科衛生相談室を新設し業務を開始した。

老人保健法が施行された。 

昭和５０年保健所区移管の際、東京都に留保されていた特定建築物の届

出の受理、立入検査業務のうち、3,000 ㎡以上 5,000 ㎡以下の対象施設が

区に移管された。  

環境衛生、食品衛生、予防衛生などの試験検査を総合的に行うため、下

谷保健所庶務課に検査センター（北上野１-８-８）を新設した。 

保健所の衛生教育や衛生思想の普及、活動等の弾力的な対応を図るた

め、庶務課普及係を廃止し、課務担当主査を新設した。  

公害健康被害第一種地域の指定が解除された。 

庶務課を廃止し、衛生課に庶務係を新設、検査センターは下谷保健所予

防課に所管換えした。 

台東区健康都市宣言 

地域保健法が全面施行された。 
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年    次        主    要    事    項 

平成９年 ４月 

 

 

 

 

 

 

 

９年 ６月 

 

９年 ７月 

１０年４月 

 

 

 

 

 

１１年４月 

１２年４月 

 

 

１４年４月 

 

 

 

 

１５年３月 

 

１５年９月 

 

１７年４月 

１７年７月 

 

１８年７月 

 

１９年４月 

 

 

下谷保健所と浅草保健所を統合して台東保健所を設置し、保健総務課、

生活衛生課及び保健サービス課を新設した。 

旧浅草保健所には、浅草保健相談センターを設置した。合わせて、環境

保健部の統合・整備により、課務担当主査（環境・食品衛生担当）、害虫

駆除、母子保健及び基本健康診査等事業を保健所に移管した。 

保健サービス課に母子保健及び基本健康診査等を所管する保健推進係

及び課務担当主査（生きいき健康づくり担当）を新設した。 

保健サービス課検査センターを保健総務課に移管した。 

台東区健康センターが東上野４－２２－８に完成、旧下谷・浅草保健所

から移転し、台東保健所業務を開始した。 

がんセット・健やか健診事業を開始した。 

環境保健部が廃止され、健康推進課の一部、福祉部及び高齢者福祉部を

統合して保健福祉部が新設された。組織改正に伴い健康推進課の公害保健

係及び健康推進課の健康づくり事業が保健総務課に移管された。 

保健サービス課の健康づくり担当を保健総務課に移管した。  

腸管出血性大腸菌Ｏ-１５７検査を制度化した。 

快適室内の環境づくり事業を開始した。 

保健総務課の医薬監視担当を生活衛生課に移管した。 

地方分権一括法の施行及び都区制度改革にともない、毒物劇物の取り締

まりに関する法律及び有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律

に基づく事務が都から移管された｡ 

健康相談、健診業務を統一的に実施するため、浅草保健相談センターを

保健サービス課に統合した。 

保健福祉課の健康増進センターが保健総務課へ移管された。 

保健サービス課の健康推進係を成人保健係及び母子保健係に分離する

とともに保健師を配属し、体制を強化した。 

都や警察、消防等と協力し広範な健康危機管理訓練である「ハザードシ

ミュレーション２００３台東」を実施した。 

鳥インフルエンザや、ＳＡＲＳ等の新型感染症への危機感が高まったた

め、緊急対応訓練を実施した。 

狂犬病予防、動物愛護事務の所管を生活衛生課に変更した｡ 

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の操作が一般の人にも認められたことに

ともない、区内主要施設にＡＥＤを設置した。 

親子のふれあいや子どもたちの情操教育を推進するため、３階オープン

スペースに「すこやかとしょしつ」を開設した。 

保健所組織改正により保健総務課を廃止。 

保健総務課公害保健係が生活衛生課に移管。 

保健総務課検査センターが生活衛生課に移管。 
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  年    次       主    要    事    項 

平成１９年４月 

 

 

 上野健康増進センターが元気づくり課に移管。 

 施設管理全般について生活衛生課に移管。 

 保健サービス課（５階）が２階に統合。 

 地域医療課が本庁舎から健康センター(５階)に移転。 

 

２ 区内の概況 

台東区は、東京都の東北部に位置し、東は隅田川を境に墨田区に、西は文京区に、南

は神田川の一部を境に千代田区と中央区に、そして北は明治通りの一部を境に荒川区に

接し、面積は、区部最小で１０.０８ｋ㎡（区部の１.６２％）である。 

区の西部は、東京の北の玄関といわれる上野駅を中心に商店街が広がり、アメ横をは

じめとする卸売、小売、飲食業が盛んで、付近には上野公園があるため管内の住民だけ

でなく、都民や地方から上京する人々にも広く憩いの場として親しまれ、自然と文化施

設を提供している。ＪＲ、地下鉄、京成電鉄さらには東北・上越新幹線の上野駅もあり

交通利便が良いため、本区を訪れる人は多い。 

区の東部は、浅草寺を中心として発展した祭事・行事等の多い町で、浅草六区、浅草

三業地などの歓楽街がある。江戸通り沿いには、文具、玩具、ひな人形、革製袋物履物

の問屋街で、この西側、浅草橋駅付近には帽子、洋傘製造業が集中している。言問通り

から浅草通りにかけてのかっぱ橋道具街は、全国的に飲食業の道具専門店街として知ら

れる食器、厨房器具等の問屋街である。 

区の東北部、明治通りを境に荒川区と接している地域は、いわゆる山谷の簡易旅館街

となっている。 

また、区内全域に寺社が多く、上野駅から雷門にかけては神具、仏具等の店が数多く

存在している。この様に当区は、歴史と伝統に培われながら、下町特有の精神風土を醸

成し、生活と産業の場が融合した独自の地域が形成され、活気ある地域社会として発展

してきた。 

人口は、平成２０年１月現在１６２，７４４人である。昭和３２年をピークに年々減

少の傾向にあった人口は、平成１０年あたりから増加に転じている。人口構成は、年少

人口が９.５％、生産年齢人口が６６.６％、老年人口が２３.８％と少子高齢化が進行し

ている。 

人口密度は、１６，１４５人／ｋ㎡（東京都区部平均１３，９３３人／k ㎡）で、必

ずしも居住環境には恵まれないが、自治組織等が発達しており住民の協力が得やすい土

地柄である。 

保健所は「地域保健法」の全面施行に伴い、行政区の合併から奇しくも５０年目にあ

たる平成９年４月、下谷・浅草の両保健所を統合し「台東保健所」として地域保健の再

構築に取組むこととなった。このことにより、区全体を管轄する機能的な保健所の誕生

と、また、浅草地区区民の健康増進のためのサービスを確保するため、浅草保健所跡地

には、保健相談業務を主体とした浅草保健相談センターを設置し、区民に身近な健康増

進サービスを行っている。 
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